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●相談支援の充実
1  総合福祉事務所
総合福祉事務所では、身体障害については障害者支

援係が、知的障害については知的障害者担当係が、障
害者やその家族からの相談に応じ、助言・指導を行っ
ている。

2  障害者地域生活支援センター
障害者が自立した日常生活または社会生活を営むこ

とができるよう、必要な支援を行う施設で、相談、日
中の活動、各種講座やプログラム、地域との交流を通
じた障害理解の促進などの事業を行っている。平成22
年5月には大泉障害者地域生活支援センター（さくら）
を開設した。

5 障害者が自立して生活できるように支援する
（1）総合相談体制を構築する

障害者支援係の相談・指導件数 平成22年度 

総合福祉事務所 

種別 

 
身体障害者手帳交付 
自立支援医療（更生医療） 
補 装 具 交 付  
職 業  
施設入所および紹介 
医 療 保 健  
在 宅 ・ 生 活  
無 料 乗 車 券  
そ の 他  

小　　　計 
合　　　計 

 練　
馬 

 光が
丘 

 石神
井 

 大　
泉 

件 
1,931 
750 
1,403 
6 

423 
1,481 
5,075 
1,106 
644

件 
2,052 
740 
1,645 
0 

414 
1,235 
3,056 
1,036 
806

件 
1,513 
642 
1,116 
2 

335 
931 
8,269 
781 
2,041

件 
1,772 
406 
1,113 
5 

307 
789 

11,499 
593 
1,314

12,819
57,231

10,984 15,630 17,798

知的障害者担当係の相談・指導件数 平成22年度 

総合福祉事務所 

種別 

 
施 設 入 所  
職親（しょくおや）委託 
職 業  
医 療 保 健  
生 活  
教 育  
そ の 他  

小　　　計 
合　　　計 

 練　
馬 

 光が
丘 

 石神
井 

 大　
泉 

件 
569 
0 

182 
20 
93 
14 

1,656

件 
313 
2 
41 
68 
13 
14 

1,958

件 
215 
0 
79 
9 
55 
4 

2,012

件 
338 
0 
15 
9 
55 
7 

635

2,534 2,409 2,374 1,059
8,376

障害者地域生活支援センターの相談件数 平成22年度 

施設 

種別 

 
豊 玉  
光が丘 
石神井 
大 泉  

件 
1,190   
179   
1,346   
68  

件 
4,546   
877   
4,367   
625  

件 
212   
180   
293   
61  

件 
667   
537   
1,588   
1,084  

件 
234   
199   
697   
74  

小　計 
合　計 

2,783 10,415 746 3,876 1,204
19,024

サービス
利 用 

障害状況
の悩み 就 労  社会生活 その他  
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●手帳の交付
身体障害者福祉法および東京都愛の手帳交付要綱に

基づいて、都が身体障害者手帳、愛の手帳の交付を行っ
ており、区は進達事務等を行っている。
交付を受けた障害者は、都、区の制度の利用はもち

ろん、交通機関の運賃割引や税の軽減措置など、各種
の福祉制度が利用できる。

●障害者自立支援法
障害者自立支援法は、身体障害・知的障害・精神障

害等の種別にかかわらず支援の必要度に合わせたサー
ビスが利用できるよう平成18年に施行された。
22年12月に「障がい者制度改革推進本部等における

検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間に
おいて障害者等の地域生活を支援するための関係法律
の整備に関する法律」が成立し、利用者負担や相談支

援の充実、障害児支援の強化などが重点項目として見
直されることとなった。
1  対象者
身体障害者手帳、愛の手帳所持者または知的障害が

あると判定された方、精神保健福祉手帳所持者または
精神障害があると判定された方。
2  障害程度区分認定
障害者自立支援法では、支給決定の仕組みの透明化、

知的障害者（児）処遇状況 

種別 
総合 
福祉 
事務所 

平成23年3月31日現在 

身体障害者手帳所持者数 

区分 

年次 

各年3月31日現在 

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲。 

注：（　）内の人数は18歳未満を再掲。 

知的障害者（児）愛の手帳所持者数 

区分 

年次 

各年3月31日現在 

 
平成19 

20 
21 
22 
23

 
平成19 

20 
21 
22 
23

人 
1,350（20） 
1,382（19） 
1,410（20） 
1,434（20） 
1,415（20） 

人 
126（31） 
126（22） 
129（20） 
136（19） 
141（15） 

人 
1,514（106） 
1,553（104） 
1,561（102） 
1,636（100） 
1,649（103） 

人 
942（231） 
970（244） 
999（249） 
1,021（245） 
1,053（260） 

人 
219（2） 
236（3） 
238（4） 
240（3） 
236（3） 

人 
977（270） 
979（261） 
997（262） 
986（233） 
990（230） 

人 
5,065（90） 
5,233（91） 
5,449（87） 
5,710（81） 
5,871（80） 

人 
1,281（383） 
1,374（412） 
1,448（443） 
1,512（453） 
1,613（488） 

人 
9,231（263） 
9,380（252） 
9,407（242） 
9,652（243） 
9,686（243） 

人 
3,326（915） 
3,449（939） 
3,573（974） 
3,655（950） 
3,797（993） 

人 
17,379（481） 
17,784（469） 
18,065（455） 
18,672（447） 
18,857（449） 

身　　　体　　　障　　　害　　　者 

知　　　的　　　障　　　害　　　者 

 
視覚障害 聴覚機能 

平衡障害 
音声言語 
障　　害 

 
内部障害 

 
肢体不自由 

 
最　重　度 

 
重　　度 

 
中　　度 

 
軽　　度 

 
合　　計 

 
合　　計 

 
練 馬  
光が丘 
石神井 
大 泉  

人 
9 
16 
23 
17

障 害 児  
施設入所 

人 
76 
105 
92 
82

障 害 者  
施設入所 

人 
178 
325 
232 
255

障 害 者  
施設通所 

人 
466 
705 
714 
502

そ の 他  
（居宅等） 計 

人 
729 
1,151 
1,061 
856

合　計 65 355 990 2,387 3,797

（2）サービス提供体制を拡充する
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明確化のため、障害程度区分認定制度を取り入れてお
り、障害福祉サービス（介護給付）を利用するには、
申請をし、障害程度区分認定を受ける必要がある。障
害者の心身の状況についての106項目のアセスメントを
基に一次判定を行い、障害保健福祉の学識経験を有す
る委員で構成される審査会により、一次判定結果を原
案として、医師意見書等の内容を加味した上で、二次
判定を行う。これにより障害程度区分1～6が認定され、
サービス利用意向の聴取、勘案事項の調査を経て、サー
ビス内容と支給量を決定する。

●障害者自立支援法による障害福祉サービス等
障害者自立支援法による給付は、介護給付、訓練等

給付、自立支援医療、補装具費支給の自立支援給付と
地域生活支援事業で構成されている。
1  自立支援給付
⍀　給付状況

⍁　自立支援医療
精神保健福祉法による精神通院医療、身体障害者福

祉法による更生医療、児童福祉法による育成医療が自
立支援医療として一元化され、精神通院、育成医療部
分は都、更生医療部分は区が行っている。平成22年度
の更生医療の給付状況は、延べ3,819件であった。
⍂　補装具
障害の種別、程度に応じて、車いす、義足、点字器、

補聴器などの費用を支給している。22年度の支給状況

は購入908件、修理659件、計1,567件であった。
2  地域生活支援事業
障害者（児）が地域で自立した生活ができるように、

能力や適性に応じた支援を行う。主な事業は以下のと
おり。
⍀　コミュニケーション支援事業
意思疎通に支障のある障害者を支援するため、手話

通訳派遣や要約筆記者派遣を行っている。22年度の派
遣回数は、手話通訳2,407件、要約筆記は325件であった。
なお、東京手話通訳等派遣センターに事業の一部を

委託している。
⍁　日常生活用具および住宅設備改善費の給付
重度障害者の在宅生活を援助するための制度で、特

殊寝台、ポータブルレコーダー等の日常生活用具や浴
室、便所等の改善費用を給付している。住宅設備改善
費の給付については、65歳以上の方は屋内移動設備・
階段昇降機のみが対象になる。40～64歳で特定疾病の
方は介護保険の住宅改修費の給付を受け、不足する分
が対象となる。22年度の日常生活用具の給付は11,037件、
住宅設備改善費給付は48件であった。
⍂　移動支援事業
地域での自立生活や社会参加を促すために、屋外で

の移動が困難な障害者に対し、外出のためのガイドヘ
ルプ等の支援を行っている。22年度は延べ11,710人が利
用した。
⍃　地域活動支援センター事業
障害者の創作活動や生産活動の機会を提供し、社会

との交流の促進を図っている。Ⅰ型が4か所Ⅱ型が1か
所ある。
⍄　訪問入浴サービス事業
重度身体障害者で家族等の介護だけでは入浴困難な

方を対象として、巡回入浴車による訪問入浴を行った
（介護保険対象者を除く。）。22年度の利用者は延べ824
人であった。
⍅　日中一時支援事業
障害者の日中における活動の場を確保し、見守り、

社会に適応するための日常的な訓練を行うとともに、
家族等の就労支援、一時的な休息の確保を行っている。
22年度の利用者は延べ1,218人であった。
●障害者自立支援法以外の障害福祉サービス
1  緊急一時保護
⍀　家庭委託
心身障害者（児）の保護者が、病気や家庭の都合な

どで、緊急に介護ができなくなった場合、一時的に他
の家庭に委託して介護を行うもので、月5回まで依頼で
きる。
平成22年度は延べ3,062回の利用があった。

⍁　施設保護
心身障害者（児）の保護者が、病気や事故、冠婚葬

祭などで家庭での介護ができなくなった場合や休養す

障害程度区分の判定状況 平成22年度

判　定　区　分 
非該当 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 計 

0計  85 181 109 93 112 116 696

0 
0 
0

身体障害者 
知的障害者 
精神障害者 

15 
8 
62

37 
39 
105

33 
53 
23

22 
65 
6

23 
89 
0

40 
75 
1

170 
329 
197

平成23年3月31日現在 

延べ人数 
8,351人 
1,153人 
4人 
0人 

5,152人 
1,550人 
45人 

6,791人 
2,678人 
1,427人 

360人 
1,393人 
9,964人 
1,606人 

4,083人 

 内　容 

居宅介護（身体・家事） 
重度訪問介護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 
児童デイサービス 
短期入所 
療養介護 
生活介護 
施設入所支援 
共同生活介護 

自立訓練 
就労移行支援 
就労継続支援 
共同生活援助 

旧法施設支援 

区　分 
 
 
 
 

介 護 給 付  
 
 
 
 
 
 
 

訓練等給付 
 

旧法による給付 
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る場合、施設（大泉つつじ荘）で保護している。22年
度は、延べ1,303日の利用があった。
2  脳性まひ者介護人の派遣
20歳以上の身体障害者手帳1級の重度脳性まひ者に、

障害者本人が推薦した介護人を派遣し、介護人には介
護料を支給する。なお、障害者自立支援法における障
害福祉サービス等の受給者を除く。
23年3月31日現在の対象者は100人で、22年度は延べ

18,278回派遣した。
3  福祉電話の設置・料金助成
重度の身体障害のため外出困難な世帯に電話機を設

置貸与し、基本料金および付加使用料を区で負担して
いる。
また、同条件の方で電話機を自己所有している場合

にも同様の助成を行っている。
22年度末での助成台数は54台である。

4  紙おむつの支給
在宅の3歳以上65歳未満で身体障害者手帳1、2級・愛

の手帳1、2度の方、ただし、本人の所得（20歳未満は
保護者の所得）が基準額以下の方に紙おむつ等を支給
している。22年度は延べ3,773人に支給した。
5  出張調髪
東京都重度心身障害者手当を受給している方で外出

が困難な方、もしくは同等の障害を有する方を対象に、
区内理容組合、美容組合の協力を得て、障害者が在宅
で出張調髪を受けられる利用券を交付している。22年
度は6枚を限度として交付し、利用者は延べ422人であっ
た。
なお、一回当たり500円の利用者負担金がある。

6  福祉タクシー券の交付
外出困難な心身障害者の社会生活の利便を図るため、

1か月につき500円券6枚、100円券5枚を交付している。
22年度の交付人数は、5,322人であった。なお、年齢、

所得による対象制限がある。
7  リフト付きタクシーの運行
身体障害者手帳または愛の手帳所持者で外出時に車

いす等を利用する方を対象として利用料の一部を区が
負担している。22年度の運行回数は13,535回である。
8  自動車燃料費助成
外出困難な心身障害者の社会生活の利便を図るため、

1か月2,500円の燃料費を助成している。22年度は1,454
人に助成した。なお、年齢、所得による対象制限があ
る。
9  チェアキャブ運行事業の助成
区内に在住し、常時車いすを使用する障害者、高齢

者の外出および社会参加を促進するため、リフト付車
両を運行する（社会福祉協議会運営）。
22年度は延べ699件の利用があった。

●障害者計画・障害福祉計画の推進
障害者に関する基本的な計画の「障害者計画（障害

者基本法に規定）」と障害福祉サービスの提供体制確保
のための「障害福祉計画（障害者自立支援法に規定）」
を策定し、障害福祉の着実な推進を図っている。
平成21年度に、「第一期障害福祉計画」の必要な見直

しを行い、関係団体・事業者からのヒアリング、素案
説明会・パブリックコメント等により区民意見を踏ま
えながら、「第二期障害福祉計画（21～23年度）」を策
定した。
22年度には、次期障害者計画の策定のため障害のあ

る方の生活状況や施策への意向等を把握する障害者基
礎調査を実施した。
5,000人を対象として行い、有効回収率は56.4%となっ

ている。
●福祉園
区立7福祉園は、知的障害者通所更生施設として役割

を果たしてきたが、平成21年4月に障害者自立支援法に
基づく生活介護事業へ移行した。
福祉園では、日中活動の場として、日常生活に必要

な活動、作業活動、レクリエーション、サークル活動、
宿泊訓練を通じて、心身の発達や社会生活能力を助長
するための支援を行っている。
23年3月31日現在、大泉町51人、氷川台53人、関町35

人、光が丘33人、石神井町29人、大泉学園町63人、貫
井38人が通園している。
また、医療的ケアを必要とする重症心身障害児（者）

の日中活動の場を確保するため、氷川台福祉園と大泉
学園町福祉園において受入れを行っている。定員は、
それぞれ1日当たり5人。
●就労継続支援B型事業所
区では、知的あるいは身体障害のある方のために福

祉的就労の場として、4か所の福祉作業所を設置してい
る。
障害者自立支援法に基づいた就労継続支援B型事業所

に、平成18年10月に白百合福祉作業所、21年4月に大泉
福祉作業所、北町福祉作業所、かたくり福祉作業所が
移行した。一般企業などでの就労が困難な方や、一定
年齢に達している方に働く場を提供している。22年度
末現在、白百合38人、大泉68人、北町46人、かたくり
62人が利用している。

［白百合福祉作業所］ 

内　　　　容 作　業　工　賃 

合　　　計 4,354,821

 
紙 器 組 立 等  
公 園 清 掃 等  
古 紙 回 収 等  
自 主 生 産 等  

円 
1,958,193 
794,627 
347,146 
1,254,855

作業内容と工賃 
平成22年度 
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●障害者地域活動支援センター
障害者地域活動支援センター（谷原フレンド）では、

パソコン、手芸、美術、織物、エアロビクスなどの創
作・文化的な活動と機能訓練のほか、入浴・給食・送
迎サービスなどを提供している。
定員は1日当たり15人、1人の最大利用日数は週3日。

●心身障害者福祉センター（中村橋福祉ケアセンター）
センターでは、医師をはじめ専門職員を配置して、

相談・指導・訓練・支援を行うとともに、障害者団体
等に施設の貸出しを実施している。
また、1歳6か月までのダウン症児等とその親を対象

に、相談・療育指導・訓練を行うダウン症児等超早期
支援を実施している。
1  相談
心身に障害のある方を対象に、専門医や専門職員が

相談に応じている。また成人の聴力障害の相談（週1回）
も行っている。
2  指導・訓練・支援
幼児に対しては、基本的生活習慣を身につける指導、

発達を促すための遊びを通じた指導、機能訓練や言語
訓練などを集団または個別に行っている。平成23年3月
31日現在308人が指導を受けている。

養護学校卒業後等の心身障害者に対しては、自立生
活プログラム、創作・趣味的活動、社会体験学習等を
通して、社会生活能力の向上を目指した活動支援を行っ
ている。

●知的障害者生活寮
区立知的障害者生活寮（しらゆり荘および大泉つつ

じ荘）では、15歳以上の知的障害者で就労または授産
施設等に通所している方に生活の場を提供し、日常生
活に必要な援護・指導を行っている。定員はしらゆり
荘が6人、大泉つつじ荘が8人である。
●障害者グループホーム
障害のある方の自立した生活を推進するため、区は、

障害者の居住の場として、世話人の家庭的なケアによ
り共同生活を行うグループホームの整備を進めている。
平成22年度末現在、定員は224人である。
●心身障害児（者）通所訓練事業助成事業
民間6団体が行う幼児や児童の集団保育や訓練・指導

等の事業について運営費の補助を行っている。平成23
年3月31日現在135人が通所している。
●訓練は幼児から
障害者の自立には、一日も早い訓練が必要である。

区では、区立心身障害者福祉センター（中村橋福祉ケ
アセンター）や民間団体などで障害者の訓練を行って
いる。

●練馬区障害者就労促進協会
練馬区障害者就労促進協会は、障害者の就労を促進

するために、平成2年11月に設立された。18年10月の障
害者自立支援法の本格施行に伴い、障害者への就労支
援の取組強化が今まで以上に求められている。
そのため、協会は、障害者の就労を支援する体制を

一層強化し、障害者の就労をコーディネートする役割
に焦点を当てた取組により就労者増を目指している。
組織の強化を図るため、22年11月1日付けで一般財団

法人となった。
22年度には、つぎの事業を行った。

1  職場定着支援事業
就労後の職場定着を図るため就労支援員を派遣し、

22年度の対象者は318人、延べ1,424回になった。

心身障害者福祉センターの相談・訓練・施設提供 平成22年度 

区　　　　分 

合　　　計 

 
相 談  
幼 児 訓 練  
成 人 訓 練  
施 設 提 供  

延べ人数 

49,600　 

人 
4,300　 
12,783　 
1,581　 
30,936　 

（3）障害者の就労を促進する

［北町福祉作業所］ 

内　　　　容 作　業　工　賃 

合　　　計 8,153,585

 
紙 器 組 立 等  
公 園・ア パ ート 等 の 清 掃  
ポ ス テ ィ ン グ 等   
自 主 生 産 等  

円 
4,111,504 
1,075,690 
199,680 
2,766,711

［大泉福祉作業所］ 

内　　　　容 

合　　　計 

 
チ ラ シ 折 ・ 封 入 等  
紙 器 組 立 等  
自 主 生 産 等  
公 園 清 掃 等  

作　業　工　賃 

4,474,160

円 
2,095,746 
260,556 
762,243 
1,355,615

［かたくり福祉作業所］ 

内　　　　容 作　業　工　賃 

合　　　計 7,870,077

 
雑 誌 付 録 封 入 等  
バ ー コ ー ド シ ー ル 貼 り 
チ ラ シ 折 等  
自 主 生 産 等  

円 
4,558,598 
787,763 
2,228,151 
295,565
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2  就労相談事業
来訪や電話等による、職業相談を行い、22年度は延

べ905件の相談があった。
3  就労支援事業
アセスメント、職場開拓、職業準備訓練等を行い、

22年度は57人が就職した。
4  障害者就労ネットワーク推進事業
22年度はネットワーク会議を11回、講演会を3回、企

業見学会を3回実施した。この他、就労している障害者
を対象とした余暇支援として交流会を2回実施した。
5  普及・啓発事業
障害者雇用支援月間での講演会、パネル展、作業所

等の施設の自主生産品販売会を行った。また、22年度
は就労支援セミナーを3回実施した。
●就労移行支援事業所
区では、一定期間就労に向けた訓練を経て就職を目

指す場として、2か所の就労移行支援事業所を設置して
いる。
自立支援法に基づいた就労移行支援事業所に、平成

19年4月に貫井福祉工房（就労サポートねりま）、21年4
月にかたくり福祉作業所が移行した。定員は、貫井福
祉工房が20人、かたくり福祉作業所が10人である。
就労の状況は、貫井福祉工房が9人、かたくり福祉作

業所は1人である。

●精神保健福祉
変化の激しい現代社会は、一面、ストレス社会でも

ある。ストレスと上手につきあい、心の健康を維持・
向上させていくためには、個人的な努力に加え、社会
全体の取組が必要である。
各保健相談所では、保健師による家庭訪問、所内面

接相談、電話相談と医師による精神保健相談を行って
いる。
近年は、思春期の心の問題、酒害、虐待、ひきこも

り、認知症（痴ほう）に関することなどの専門的な相
談が増え、相談内容も複雑、多様化している。平成22
年度は延べ36,999件の相談を受けた。
その他、社会復帰に関する相談・支援は延べ3,480人

であった。就労に関する支援として民間の通所施設や
社会適応訓練事業等、都や医療機関等と連携を図りな
がら実施している。
医療費については、精神疾患を理由として通院して

いる方に対し、自立支援医療（精神通院）による助成
制度があり、保健所等でその申請を受け付けている。
23年3月31日現在の利用者は8,933人であった。また、都
が小児精神病（入院）医療費の助成制度を実施してお
り、22年度の医療券交付件数は11件であった。
精神障害者への各種優遇措置等、福祉の向上のため

の手帳制度としては、都が「精神障害者保健福祉手帳」

を交付しており、保健所等でその申請を受け付けてい
る。23年3月31日現在の手帳所持者は、3,814人であった。
●心身障害者福祉集会所
障害者とその家族および団体を対象に、自主的活動

や交流の場として、光が丘区民センター内に集会所を
設置している。集会室（洋室、和室）などがあり、平
成22年度の利用状況は、団体利用が、延べ2,774団体、
25,585人であった。
●喫茶コーナー運営事業
区役所西庁舎10階展望室内の喫茶コーナー「我夢舎

楽（がむしゃら）」は、障害者と健常者のふれあいと、
障害者の社会参加・生活訓練の場として障害者が自ら
運営している。平成22年度の利用者は14,507人であった。
●福祉手当と年金、医療費助成
障害の種類、程度により、区をはじめ国、都は各種

福祉手当や年金、医療費の助成を行っている。
1  練馬区心身障害者福祉手当
身体障害者手帳1、2級、愛の手帳1～3度、脳性まひ、

進行性筋萎縮症および特殊疾病（82疾病）の方に月額
15,500円を、身体障害者手帳3級、愛の手帳4度の方に月
額10,000円をそれぞれ年3回に分けて支給した。
ただし、①65歳以上の新規　②本人の所得（20歳未

満は保護者の所得）が制限基準額を超える方　③児童
育成手当（障害手当）受給者　④施設入所者等は該当
しない。
平成23年3月31日現在の受給者は10,152人である。

2  東京都重度心身障害者手当
東京都心身障害者福祉センターの判定で認定された

重度の心身障害者に、月額60,000円を毎月支給している。
ただし、施設入所者および3か月以上入院している方

は該当しない。また、所得制限、年齢制限がある。23
年3月31日現在の受給者は552人である。
3  国の特別障害者手当等
身体または精神に著しく重度の障害があるため、日

常生活において常時特別の介護を必要とする方に対し
て手当を支給する。ただし、一定以上の所得のある方、
施設入所者、3か月以上の病院入院者（特別障害者手当
の場合）および障害を理由とする公的年金等受給者
（障害児福祉手当および経過的福祉手当の場合）は、該
当しない。
22年度の手当額は、特別障害者手当は月額26,440円、

障害児福祉手当および経過的福祉手当は月額14,380円を
年4回に分けて支給した。23年3月31日現在の受給者は、
特別障害者手当667人、障害児福祉手当228人、経過的
福祉手当27人である。
4  心身障害者扶養共済
障害者を扶養する保護者が死亡したとき、残された

障害者の生活の安定を図ることを目的に全国共通の心
身障害者扶養共済制度を行っている。23年3月31日現在
の加入者は28人である。

（4）障害者の社会生活を支援する
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5  心身障害者医療費助成
身体障害者手帳1、2級（内部障害は3級まで）、愛の

手帳1、2度の方が各種健康保険で受診した場合、保険
診療の自己負担分（ただし、高額療養費として支給さ
れる額を除く。）の一部を助成している。ただし、後期
高齢者医療制度適用者については、非課税の方のみ一
部負担金分の助成を行っている。23年3月31日現在の対
象者は5,474人である。
●啓発活動等の推進
障害者に対する社会の差別と偏見を取り除き、障害

のある方とない方が相互に理解を深めるよう、区報に
よる広報、障害者福祉施設の地域交流事業など啓発活
動の強化に努めている。平成22年度は、納涼会や施設
公開等の催しを25回実施した。
また、障害者の社会活動を促進するために交通手段

や公共施設の改善などのほか、ボランティア活動の促
進に努めている。
●講習会・教室
ボランティアを育成するため、手話講習会（初、中、

上級、通訳養成、原則週1回、年間）を実施している。
また、中途失聴者や難聴者を対象にした手話講習会、

視覚障害者等を対象にした点字教室も実施している。
さらに、障害者を対象に初歩のパソコン講習会（年6

回程度）、ボランティアを対象に障害者IT支援者養成講
座（年2回程度）を実施している。
●福祉大会
地域社会で活躍している障害者および障害者福祉の

向上に功績のあった方を表彰する大会である。
平成22年度は、地域活躍者3人、援護功労8人の表彰

を行った。


